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Ⅰ．自公連立政権の「政権運営実績に関する総合評価」 

                
（１）総 評 

                     判定 ５８点／１００点（①＋②）
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地方分権改革は、歴代政権において重要課題と位置づけ、地方分権改革推進法の制

定、分権改革相の任命、内閣の分権本部設置など体制整備を行ったが、今なお官僚の

抵抗は続いている。 
   また、財源確保では、総理・政治の指導力を感じるが、分権改革での指導力が外か

らはうかがうことができない。 
  

（２） 要素別評価 

①【内閣の運営に関する責任】   
判定 ２５点／５０点                   

評価の理由 
（着目点・ 
事実関係等） 

○ 地方分権改革推進法を制定し、分権改革担当相を任命し、内閣に分

権本部を設置する等政治主導で地方分権を進める体制を整えている。 
○ 分権委員会勧告を受け、分権要綱、出先機関改革工程表を決定し、

道筋をつけているが、未だに官僚の抵抗が続いていることは残念。 
○ 財源面では、交付税増額等政治の指導力発揮が伺えたが、分権改革

の面では、官僚を抑える指導力を外部から感じることができない。 

 
  

②【政権公約のサイクル形成に関する責任】 
判定 ３３点／５０点 

   【2005 年衆院選 自民党・公明党連立マニフェスト】 
   19 年度以降も、地方の意見を尊重しつつ、一般財源を確保のうえ、地方分権をさらに推進

評価の理由 
（着目点・ 
事実関係等） 

○ 歴代政権は、総裁選、施政方針、骨太方針で、分権改革の推進を表明し

ており、政権公約は概ね、継承されている。 

 

○ 財源面については、安倍内閣のもとで税源移譲や一般財源確保の方針が

やや後退したものの、参院選の結果を受け、その後は一般財源確保が強調

されている。 

 

○ その反面、骨太方針 2009 では、従来の骨太方針と比べて分権改革の記

述が大幅に薄くなり、財源問題と反比例するように分権改革の重要度が低

下しているとも受け止められる。 

全国知事会として、「地方分権改革」に特化して評価を実施 
「点数」は政権公約評価特別委員会の各委員の採点の平均点 

 



全国知事会として、「地方分権改革」に特化して評価を実施 
「点数」は政権公約評価特別委員会の各委員の採点の平均点 

Ⅱ．自公連立政権の「政策実績に関する総合評価」 

（１）総合評価結果 

判定 ５６点／１００点（①＋②＋③） 
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①【実 績】                    判定 ４４点／８０点        

評価の理由 
（着目点・ 
事実関係等） 

①地方分権一括法案国会提出（１４点／３０点） 

・分権要綱、出先改革工程表を決定しているものの、官僚の抵抗は続

き、第３次勧告も遅れる等、２２年３月の分権改革推進法失効を前

に、分権一括法国会提出など改革の実現を危惧。 

②一般財源確保・財政力格差是正（２０点／３０点） 

・平成１６年以降続いていた地方交付税の削減傾向に歯止めがかかり、

２１年度は総理指示もあり、増額になった点は高く評価。 

・一方で、格差是正のため、暫定的とはいえ、法人事業税の一部国税

化がなされたことは、地方分権の基本方向から見て問題であり残念。

③地方の意見の尊重（５点／１０点） 

・国と地方の定期意見交換会が創設されたが、形式的な会議であり、

実質的に地方意見は反映されているとは言いがたい。 

④道州制の推進（５点／１０点） 

・政府懇談会が「地域主権型」の方向性を明確にしたものの、具体的

な検討には至っていない。 

 
②【実行過程】                   判定  ６点／１０点        

 
評価の理由 
（着目点・ 
事実関係等） 

・要綱、工程表決定により分権改革の道筋をつけているものの、当初の

スケジュールとズレがでてきており、それを明確に是正できずにいる

ため、全体スケジュールの遅延が心配される。 

 
 
 
 
③【説明責任】                   判定  ６点／１０点        

  
評価の理由 
（着目点・ 
事実関係等） 

・分権委員会が公開で行われているため、官僚の抵抗が白日のもとにさ

らされている点は評価。しかし、地方財政対策の過程は外部からわか

らない。 
・所信表明等で分権への決意は示されているが、骨太 09 では、分権改

革の記述が薄くなったこともあり、政権の方針がみえにくいものとな

った。 

政権公約 2005、参院選公約、麻生総理の総裁選公約から、次の４点の実績を評価 
① ２２年６月までの分権一括法案国会提出  ③ 地方の意見の尊重 
② 一般財源確保・財政力格差是正      ④ 道州制の推進 

  
 
 
 
 


